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連結株主資本等変動計算書
（令和６年12月１日から令和７年11月30日まで）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
令和６年12月１日残高 12,316 2,434 △12,226 △1,243 1,281
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △262 △262

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − − △262 △0 △262
令和７年11月30日残高 12,316 2,434 △12,488 △1,243 1,019

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
令和６年12月１日残高 120 △7 249 1,072 1,435 131 2,848
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △262

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △58 11 △76 516 392 7 399

連結会計年度中の変動額合計 △58 11 △76 516 392 7 137
令和７年11月30日残高 61 3 172 1,589 1,827 138 2,985

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。
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（ご参考 令和５年12月１日から令和６年11月30日まで）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

令和５年12月１日残高 12,316 2,434 △12,714 △1,243 793
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 488 488

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − − 488 △0 488
令和６年11月30日残高 12,316 2,434 △12,226 △1,243 1,281

その他の包括利益累計額
非 支 配
株 主 持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
令和5年12月１日残高 335 − 293 565 1,194 127 2,115
連結会計年度中の変動額
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 488

自 己 株 式 の 取 得 △0
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △214 △7 △43 506 240 3 244

連結会計年度中の変動額合計 △214 △7 △43 506 240 3 732
令和６年11月30日残高 120 △7 249 1,072 1,435 131 2,848

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。
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連結注記表
(継続企業の前提に関する注記)
当企業グループは、令和元年11月期以降、５期継続して営業損失及び経常損失を計上しておりまし
た。令和６年11月期においては黒字転換を果たしましたが、当連結会計年度においては営業損失及
び経常損失を計上しており、安定的な利益の獲得には至っておらず、当企業グループには引き続き継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。
当企業グループは、このような状況を解消し、健全な企業活動を継続するために、「中期経営計画
2026」に基づき以下の点を重点項目として取り組んでおります。

① 繊維機械事業の受注・売上の拡大、採算性向上
「中期経営計画2026」では産業資材、高級スポーツブランド、一般衣料の３つの市場をターゲッ
トとし、売価改善と原価低減を両立し、低操業度でも利益確保できる体制を構築すべく施策を進めて
おります。具体的には下記の取り組みを進めております。
a. エアジェットルーム ZAX001neo Plusの販売促進
従来機種比で消費電力量の削減を実現したZAX001neo Plusを、一昨年12月より販売開始してお
ります。より付加価値の高い製品であることを積極的にPRし、販売活動を展開しております。昨年
10月の繊維機械国際見本市ITMA ASIA＋CITME2025 シンガポールにおいてタオル用の新型
「ZAX001neoTerry」の販売を開始しました。今後も更なる改良を重ね、仕様の拡大を図ってまいり
ます。
b. ウォータジェットルームの販売強化と高級合繊織物分野の市場確保
中国においては、中国国内ブランドの高級スポーツカジュアル分野が好調であり、海外進出を含め
た大手企業の設備計画が具体化し受注を積み上げております。現在も継続して大型案件の引合いをい
ただいております。海外ブランドの高級スポーツカジュアル分野は生産を中国からシフトする動きが
あり、その一つとしてインドでの生産が始まりました。その他、ベトナム、台湾、インドネシアから
の引合いも続いております。
c. 準備機械の性能向上
準備機械はウォータジェットルームの堅調な引合いを背景にフィラメントサイザーの受注が継続し
ております。また、昨秋頃よりガラス繊維分野に動きがあり、引合いが急増し、商談・受注が続いて
おります。産業資材向けの仕様の充実を図るための開発や付加価値の高い製品を提供できるようにお
客様のご質問・ご要望を設計開発へ適宜フィードバックしております。
d. 産業資材分野への取り組み、販売促進
エアバッグ、タイヤコード、フラットヤーン、医療用基布といった既に実績ある分野に加え、オー
ニング、広告バナー、パラシュートなど新たな分野についても、欧米・中国を中心に販促を続けてお
ります。炭素繊維向けレピアルームについても、国内・中国向けに受注し、欧米からの引合いもいた
だいており商談中です。
e. 販売価格の更なる改善とコストダウンによる収益性向上
お客様の声にお応えした製品性能を追求するとともに、原材料やエネルギーコストを反映した適正
な価格での販売を行い、また関連部門との連携を密にしたDXに取り組み、生産効率や業務効率、納
期管理の向上を推し進めてまいります。
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② 工作機械関連事業の受注・売上の拡大、採算性向上
「中期経営計画2026」では市場ニーズに応えるべく事業・製品の多角化を目指しております。
今後需要が増えると予想される業種、また自動化へのニーズに対応した製品の販促を進めます。当
期はメカトロテックジャパン2025（MECT2025）において様々な新製品の展示・アプリケーショ
ンの提案を行い、要求が強くなっている自動化・省人化ニーズに対応した製品開発を進めてまいり
ました。
a. 自動車業界の駆動要素の多様化に対応したNC円テーブルの販売促進
自動車の駆動要素の多様化に対応できる、旋削・切削を同時に行うNC円テーブル「TDBシリー
ズ」は欧州市場を中心に徐々に引合いが増加しております。また、メガキャスト化により、治具・
ワークの大型化という変化に対応した傾斜NC円テーブルも販売を開始しました。当社の３つの駆
動要素を組み合わせ、お客様に最適なソリューションを提案していきます。
b. 新しい産業分野・加工技術・省人化に対応する新製品の迅速な開発と市場投入
他社を凌ぐ剛性と精度を兼ね備えた当社NC円テーブルの中でも特に大型NC円テーブルは圧倒的
な市場占有率を誇っております。航空宇宙産業やクリーンエネルギー発電向けに多数採用されてお
り、この知見を活かし、新たな分野への参入を目指し開発を進めております。
c. 新分野への取り組み
昨秋に開催されたメカトロテックジャパン2025（MECT2025）では、簡易搬送システムを搭載
したAWC（オートワークチェンジャー）システムを発表しました。会場では多くの来場者にご覧
いただき、工作機械本体の生産性向上・省人化ニーズに対してアピールを行いました。また既存製
品であるNC円テーブルも切削加工のみならず、様々な用途での活用を模索するべく開発を進めて
おります。

③ キャッシュ・フロー確保に向けた対応策
資金計画については、令和８年度の通期予算を基礎に策定しております。通期予算等は、最近の
受注高及び受注見込額の推移、過去の売上の推移による趨勢を検討の上、収益予測を行っておりま
す。また、費用面においても通期予算を基に計算しておりますが、更なるコストダウンの遂行、経
費節減の徹底によって改善を図ってまいります。なお、資金計画には主要金融機関からの借入更新
が含まれております。
取引金融機関とは、定期的に資金計画及び中期経営計画の進捗状況の説明を行うなど、緊密な関
係を維持しております。
また、売却の意思決定を行った政策保有株式について、相手企業との同意の内容や株式相場を勘
案したうえで売却を実施していきます。

以上の対応策に取り組んでおりますが、これら対応策の実現可能性は、国際情勢の動向、原材料
価格等の仕入れ価格、海上運賃等の諸経費の高騰や部品の突発的な長納期化などの外部要因に影響
を受け、業績回復による黒字の安定的な計上が遅延し、当企業グループの資金繰りに影響を及ぼす
可能性があることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。
なお、当企業グループの連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に
関する重要な不確実性の影響は連結計算書類に反映しておりません。
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（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ５社
共和電機工業㈱
ツダコマ・ゼネラル・サービス㈱
㈱T-Tech Japan
津田駒機械設備（上海）有限公司
津田駒機械製造（常熟）有限公司

非連結子会社の名称
ツダコマテクノサポート㈱
TSUDAKOMA SERVICE INDIA PRIVATE LIMITED
ふぁみーゆツダコマ㈱
TSUDAKOMA Europe s.r.l.

連結の範囲から除外した理由
非連結子会社はいずれも小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益及び利
益剰余金等はいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の
範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社の数 １社
経緯津田駒紡織機械（咸陽）有限公司
なお、経緯津田駒紡織機械（咸陽）有限公司は令和２年９月30日開催の董事会に
おいて、解散を決議し、現在同社は清算手続き中であります。

持分法を適用しない非連結子会社の名称
ツダコマテクノサポート㈱
TSUDAKOMA SERVICE INDIA PRIVATE LIMITED
ふぁみーゆツダコマ㈱
TSUDAKOMA Europe s.r.l.

持分法を適用しない理由
非連結子会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。

― 5 ―

2026年01月28日 14時19分 $FOLDER; 6ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、津田駒機械設備（上海）有限公司及び津田駒機械製造（常熟）
有限公司の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、９
月30日で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。連結決算日までの
期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。な
お、その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は主として移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

② 棚卸資産
製品、仕掛品………………主として個別法による原価法（連結貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算出）
半製品、原材料、貯蔵品…主として移動平均法による原価法（連結貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
出）

③ デリバティブ ……………時価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産
当社及び国内連結子会社は定率法、海外連結子会社は定額法によっております。
ただし、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降に取得した建物
（建物附属設備を除く）、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物及び構築物 ３〜50年
機械装置及び運搬具 ４〜12年

② 無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。
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（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

② 受注損失引当金
受注契約に係る損失に備えるため、当連結会計年度末において将来の損失が見
込まれ、当該損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌連結会
計年度以降の損失見込額を計上しております。

③ 製品保証引当金
出荷済み製品の部品交換費用等に充てるため、今後必要と見込まれる金額を計
上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における
主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通
常の時点）は以下の通りであります。
繊維機械事業
繊維機械事業においては、織機、準備機、繊維機械部品装置の製造および販
売を主な事業とし、これらの製品の販売について国内向けは製品の据付完了
時点において、海外向けは製品の船積み時点において顧客が当該製品に対す
る支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、国内向け
は主として製品の据付完了時点で、海外向けは主として製品の船積み時点で
収益を認識しております。

工作機械関連事業
工作機械関連事業においては、工作機械アタッチメントの製造および販売を
主な事業とし、これらの製品の販売について国内向けは製品の出荷時点にお
いて、海外向けは製品の船積み時点において顧客が当該製品に対する支配を
獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、国内向けは主とし
て製品の出荷時点で、海外向けは主として製品の船積み時点で収益を認識し
ております。
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（5）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭
債権債務等については、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引

③ ヘッジ方針
外貨建取引における為替変動リスクを回避する目的で、輸出入に伴う実需の範囲
内で為替予約取引を行っております。
投機目的やトレーディング目的での取引は一切行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法
為替予約は、相場変動額をヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価してお
ります。

（6）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理しております。

小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法
を適用しております。

(表示方法の変更に関する注記)
連結損益計算書
前連結会計年度において独立掲記しておりました「営業外収益」の「補助金収入」

（前連結会計年度35百万円）は、重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「そ
の他」に含めて表示しております。
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(会計上の見積りに関する注記)
会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目で
あって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるもの
は、次のとおりであります。

１．棚卸資産の評価
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

製品 4,448百万円
仕掛品 1,036百万円
原材料及び貯蔵品 2,371百万円

（2）その他の情報
棚卸資産の正味売却価額が帳簿価額を下回った場合は、帳簿価額を正味売却価額ま

で減額し、当該減少額を棚卸資産評価損として売上原価に計上しております。なお、
正味売却価額の見積りは売価から見積追加製造原価等を控除して算定しております。
また、営業循環過程から外れた長期滞留品については規則的に帳簿価額を切下げ、当
該切下げ額を棚卸資産評価損として売上原価に計上しております。これらの見積りに
は不確実性を伴うため、実績との間に乖離が生じた場合は、翌連結会計年度以降の連
結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

２．固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 7,181百万円
無形固定資産 43百万円
減損損失 42百万円

（2）その他の情報
当企業グループは管理会計上の区分により、主として工場別にグルーピングを行っ

ております。減損の兆候を識別した資産グループについて、当該資産グループから得
られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合、減損
損失を認識いたします。減損損失を認識すべきと判定された資産グループについて、
帳簿価額を回収可能価額まで減額いたします。
回収可能価額は、正味売却価額と使用価値により算定しています。正味売却価額は

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等に基づいて算定しており、不動産鑑定評価に
は複数の見積手法が存在し、その選択には判断が伴っております。使用価値は、通期
予算等に基づいて算定しており、当該通期予算は直近の受注高及び受注見込額、製品
ごとの変動費及び固定費の費用予測等の仮定を用いて算定しております。また、資産
の耐用年数等一定の仮定を用いて算定しております。
一部の連結子会社において連続して営業損失が発生しており、減損の兆候を識別し

たものの、当該資産グループの回収可能価額が帳簿価格を上回ったため、減損損失を
認識しておりません。
ただし、これらの見積りには不確実性が含まれているため、上記の仮定に変更が生

じた場合は、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があり
ます。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産
建物及び構築物 1,461百万円
機械装置及び運搬具 172
土地 2,049

計 3,683
上記に対応する債務
短期借入金 780百万円
長期借入金 1,590

計 2,370
2. 有形固定資産の減価償却累計額 42,268百万円

3. 受取手形割引高 55百万円

4．期末日満期手形等の会計処理
期末日満期手形等の会計処理は、手形交換日等をもって決済処理しております。
なお、当連結会計年度末が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、
期末残高に含まれております。
受取手形及び売掛金 71百万円
支払手形及び買掛金 113
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（連結損益計算書に関する注記）
減損損失
当企業グループは、以下の資産について減損損失を計上しております。
連結子会社（津田駒機械製造(常熟)有限公司）

場所 用途 種類 金額（百万円）

中国 繊維機械製造設備 建物及び構築物 42

当企業グループは、管理会計上の区分により、主として工場別にグルーピングを行
っておりますが、連結子会社を含めた収支把握及び投資の意思決定は行っていない
ことから、当該子会社については個別に区分しております。
当連結会計年度において、事業環境の悪化と業績の低迷に伴い、帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（42百万円）として特別損失に計上して
おります。
なお、回収可能価額は、零として評価して減損損失を測定しております。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
当連結会計年度末における発行済株式の総数

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

普通株式 6,807,555 − − 6,807,555
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当企業グループは、資金運用については安全性の高い預金等に限定し、資金調達
については主に銀行借入によっております。デリバティブは、後述するリスクを
回避するために利用しており、投機的な取引は行っておりません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
当該リスクに関しては、内部管理規程に沿った与信管理によりリスク低減を図っ
ております。投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されており
ますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的にその時価の把握
を行っております。営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は１年以内
の支払期日であります。借入金のうち、短期借入金は運転資金に係る資金調達で
あり、長期借入金は長期運転資金または設備投資に係る資金調達であります。デ
リバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替変動リスクの一部に対するヘ
ッジを目的とした為替予約取引であり、一定の社内ルールに従って実行、管理し
ております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

2. 金融商品の時価等に関する事項
令和７年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

百万円 百万円 百万円
（1）投資有価証券（※２） 100 100 −

資産計 100 100 −
（2）長期借入金（※３） 2,453 2,436 △16

負債計 2,453 2,436 △16
デリバティブ取引（※４） 5 5 −
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（※１）「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「未払金」「短期
借入金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近
似するものであることから、記載を省略しております。
（※２）市場価格のない株式等は、投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品
の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額（百万円）
非上場株式 24
子会社株式 64

（※３）長期借入金に記載された金額には１年内返済予定の長期借入金が含まれておりま
す。
（※４）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
での正味の債務となる項目については（ ）で示しております。

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
いて形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関
する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン
プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式

デリバティブ取引
通貨関係

100

−

−

5

−

−

100

5
資産計 100 5 − 105

（2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分 時価（百万円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 2,436 − 2,436
負債計 − 2,436 − 2,436

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式については、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市

場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約については、取引金融機関から提示された価格によっており、レベル２
の時価に分類しております。

長期借入金
長期借入金については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスク

を加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）
賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（収益認識に関する注記）
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

報告セグメント
合計繊維機械事業 工作機械関連事業

百万円 百万円 百万円
日本 4,729 2,273 7,002
アジア 24,357 1,951 26,309
南北アメリカ 250 917 1,167
ヨーロッパ 732 92 825
その他 129 13 142
顧客との契約から生じる
収益 30,199 5,247 35,447

その他の収益 − − −
外部顧客への売上高 30,199 5,247 35,447

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 4.会計方針に関す
る事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3. 当連結会計年度および翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
（1）顧客との契約から生じた債権および契約負債の残高等

期首残高（百万円） 期末残高（百万円）
顧客との契約から生じた債権 7,599 5,836
契約負債 996 821

・契約負債は、履行義務を充足する前に顧客から受け取った対価（前受金）であり、収
益の認識に伴い取り崩されます。

・当連結会計年度に認識した収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた
額は、976百万円であります。

・当連結会計年度において、契約負債が175百万円減少した理由は、主に繊維機械事業
における受注に伴う前受金の減少によるものであります。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社の契約負債残高のうち、履行義務期間が１年超の重要な取引が無
いため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 445.74円
2. １株当たり当期純損失 △41.04円

（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。

― 16 ―

2026年01月28日 14時19分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



株主資本等変動計算書
（令和６年12月１日から令和７年11月30日まで）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

令和６年12月１日残高 12,316 500 1,155 1,655 △11,260
事業年度中の変動額
当 期 純 利 益 94
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― 94
令和７年11月30日残高 12,316 500 1,155 1,655 △11,165

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
令和６年12月１日残高 △1,243 1,468 120 △7 112 1,581
事業年度中の変動額
当 期 純 利 益 94 94
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △58 11 △47 △47

事業年度中の変動額合計 △0 94 △58 11 △47 47
令和７年11月30日残高 △1,243 1,563 61 3 65 1,628

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。
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（ご参考 令和５年12月１日から令和６年11月30日まで）
株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

その他
利益剰余金

繰越利益剰余金
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

令和５年12月１日残高 12,316 500 1,155 1,655 △11,783
事業年度中の変動額
当 期 純 利 益 523
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 − − − − 523
令和６年11月30日残高 12,316 500 1,155 1,655 △11,260

株主資本 評価・換算差額等
純資産
合計自己株式 株主資本

合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
令和５年12月１日残高 △1,243 945 316 − 316 1,262
事業年度中の変動額
当 期 純 利 益 523 523
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） △195 △7 △203 △203

事業年度中の変動額合計 △0 522 △195 △7 △203 319
令和６年11月30日残高 △1,243 1,468 120 △7 112 1,581

（注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しています。
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個別注記表
(継続企業の前提に関する注記)
当社は、令和元年11月期以降、５期継続して営業損失及び経常損失を計上しておりました。令和６
年11月期において黒字転換を果たし、令和７年11月期も黒字となりましたが、安定的な利益の獲得
には至っておらず、当社には引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
が存在しております。
当社は、このような状況を解消し、健全な企業活動を継続するために、「中期経営計画2026」に基
づき以下の点を重点項目として取り組んでおります。

① 繊維機械事業の受注・売上の拡大、採算性向上

「中期経営計画2026」では産業資材、高級スポーツブランド、一般衣料の３つの市場をターゲ
ットとし、売価改善と原価低減を両立し、低操業度でも利益確保できる体制を構築すべく施策を進
めております。具体的には下記の取り組みを進めております。
a. エアジェットルーム ZAX001neo Plusの販売促進

従来機種比で消費電力量の削減を実現したZAX001neo Plusを、一昨年12月より販売開始し
ております。より付加価値の高い製品であることを積極的にPRし、販売活動を展開しておりま
す。昨年10月の繊維機械国際見本市ITMA ASIA＋CITME2025 シンガポールにおいてタオル用
の新型「ZAX001neoTerry」の販売を開始しました。今後も更なる改良を重ね、仕様の拡大を
図ってまいります。

b. ウォータジェットルームの販売強化と高級合繊織物分野の市場確保

中国においては、中国国内ブランドの高級スポーツカジュアル分野が好調であり、海外進出を
含めた大手企業の設備計画が具体化し受注を積み上げております。現在も継続して大型案件の引
合いをいただいております。海外ブランドの高級スポーツカジュアル分野は生産を中国からシフ
トする動きがあり、その一つとしてインドでの生産が始まりました。その他、ベトナム、台湾、
インドネシアからの引合いも続いております。

c. 準備機械の性能向上

準備機械はウォータジェットルームの堅調な引合いを背景にフィラメントサイザーの受注が継
続しております。また、昨秋頃よりガラス繊維分野に動きがあり、引合いが急増し、商談・受注
が続いております。産業資材向けの仕様の充実を図るための開発や付加価値の高い製品を提供で
きるようにお客様のご質問・ご要望を設計開発へ適宜フィードバックしております。

d. 産業資材分野への取り組み、販売促進

エアバッグ、タイヤコード、フラットヤーン、医療用基布といった既に実績ある分野に加え、
オーニング、広告バナー、パラシュートなど新たな分野についても、欧米・中国を中心に販促を
続けております。炭素繊維向けレピアルームについても、国内・中国向けに受注し、欧米からの
引合いもいただいており商談中です。
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e. 販売価格の更なる改善とコストダウンによる収益性向上

お客様の声にお応えした製品性能を追求するとともに、原材料やエネルギーコストを反映した
適正な価格での販売を行い、また関連部門との連携を密にしたDXに取り組み、生産効率や業務
効率、納期管理の向上を推し進めてまいります。

② 工作機械関連事業の受注・売上の拡大、採算性向上

「中期経営計画2026」では市場ニーズに応えるべく事業・製品の多角化を目指しております。
今後需要が増えると予想される業種、また自動化へのニーズに対応した製品の販促を進めます。当
期はメカトロテックジャパン2025（MECT2025）において様々な新製品の展示・アプリケーショ
ンの提案を行い、要求が強くなっている自動化・省人化ニーズに対応した製品開発を進めてまいり
ました。
a. 自動車業界の駆動要素の多様化に対応したNC円テーブルの販売促進

自動車の駆動要素の多様化に対応できる、旋削・切削を同時に行うNC円テーブル「TDBシリ
ーズ」は欧州市場を中心に徐々に引合いが増加しております。また、メガキャスト化により、治
具・ワークの大型化という変化に対応した傾斜NC円テーブルも販売を開始しました。当社の３
つの駆動要素を組み合わせ、お客様に最適なソリューションを提案していきます。

b. 新しい産業分野・加工技術・省人化に対応する新製品の迅速な開発と市場投入
他社を凌ぐ剛性と精度を兼ね備えた当社NC円テーブルの中でも特に大型NC円テーブルは圧

倒的な市場占有率を誇っております。航空宇宙産業やクリーンエネルギー発電向けに多数採用さ
れており、この知見を活かし、新たな分野への参入を目指し開発を進めております。

c. 新分野への取り組み
昨秋に開催されたメカトロテックジャパン2025（MECT2025）では、簡易搬送システムを

搭載したAWC（オートワークチェンジャー）システムを発表しました。会場では多くの来場者
にご覧いただき、工作機械本体の生産性向上・省人化ニーズに対してアピールを行いました。ま
た既存製品であるNC円テーブルも切削加工のみならず、様々な用途での活用を模索するべく開
発を進めております。

③ キャッシュ・フロー確保に向けた対応策

資金計画については、令和８年度の通期予算を基礎に策定しております。通期予算等は、最近の
受注高及び受注見込額の推移、過去の売上の推移による趨勢を検討の上、収益予測を行っておりま
す。また、費用面においても通期予算を基に計算しておりますが、更なるコストダウンの遂行、経
費節減の徹底によって改善を図ってまいります。なお、資金計画には主要金融機関からの借入更新
が含まれております。

取引金融機関とは、定期的に資金計画及び中期経営計画の進捗状況の説明を行うなど、緊密な関
係を維持しております。

また、売却の意思決定を行った政策保有株式について、相手企業との同意の内容や株式相場を勘
案したうえで売却を実施していきます。
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以上の対応策に取り組んでおりますが、これら対応策の実現可能性は、国際情勢の動向、原材料
価格等の仕入れ価格、海上運賃等の諸経費の高騰や部品の突発的な長納期化などの外部要因に影響
を受け、業績回復による黒字の安定的な計上が遅延し、当社の資金繰りに影響を及ぼす可能性があ
ることから、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、当社の計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不
確実性の影響は計算書類に反映しておりません。
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（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

（2）棚卸資産
製品、仕掛品…………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算出）
半製品、原材料、貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算出）
（3）デリバティブ……時価法

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、平成28
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

建物………………３〜50年
構築物……………７〜50年
機械及び装置……７〜12年
車両運搬具………４〜６年

（2）無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。
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3. 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

（2）受注損失引当金
受注契約に係る損失に備えるため、当事業年度末において将来の損失が見込ま
れ、当該損失額を合理的に見積もることができるものについて、翌事業年度以降
の損失見込額を計上しております。

（3）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上
しております。
退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用
処理しております。

（4）製品保証引当金
出荷済み製品の部品交換費用等に充てるため、今後必要と見込まれる金額を計上
しております。

（5）関係会社事業損失引当金
関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する出資金額及び貸付金額等
を超えて当社が負担することとなる損失見込額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内
容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の
通りであります。
繊維機械事業
繊維機械事業においては、織機、準備機、繊維機械部品装置の製造および販売を主
な事業とし、これらの製品の販売について国内向けは製品の据付完了時点において、
海外向けは製品の船積み時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行
義務が充足されると判断していることから、国内向けは主として製品の据付完了時
点で、海外向けは主として製品の船積み時点で収益を認識しております。
工作機械関連事業
工作機械関連事業においては、工作機械アタッチメントの製造および販売を主な事
業とし、これらの製品の販売について国内向けは製品の出荷時点において、海外向
けは製品の船積み時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得し、履行義務が
充足されると判断していることから、国内向けは主として製品の出荷時点で、海外
向けは主として製品の船積み時点で収益を認識しております。

5. ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約が付されている外貨建金銭
債権債務等については、振当処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段 ヘッジ対象
為替予約 外貨建金銭債権債務、外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針
外貨建取引における為替変動リスクを回避する目的で、輸出入に伴う実需の範囲
内で為替予約取引を行っております。
投機目的やトレーディング目的での取引は一切行わない方針であります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
為替予約は、相場変動額をヘッジ期間全体にわたり比較し、有効性を評価してお
ります。

6. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類にお
けるこれらの会計処理の方法と異なっております。
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(会計上の見積りに関する注記)
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌

事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりでありま
す。
1．棚卸資産の評価
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

製品 3,194百万円
仕掛品 694百万円
原材料及び貯蔵品 1,512百万円

（2）その他の情報
連結注記表「（会計上の見積りに関する注記）棚卸資産の評価（2）その他の情報」

に記載した内容と同一であります。

２．固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 6,054百万円
無形固定資産 22百万円
減損損失 −百万円

（2）その他の情報
当社は管理会計上の区分により、主として工場別にグルーピングを行っております。

減損の兆候を識別した資産グループについて、当該資産グループから得られる割引前
将来キャッシュ・フローの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合、減損損失を認識い
たします。減損損失を認識すべきと判定された資産グループについて、帳簿価額を回
収可能価額まで減額いたします。
回収可能価額は、正味売却価額と使用価値により算定しています。正味売却価額は

不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等に基づいて算定しており、不動産鑑定評価に
は複数の見積手法が存在し、その選択には判断が伴っております。使用価値は、通期
予算等に基づいて算定しており、当該通期予算は直近の受注高及び受注見込額、製品
ごとの変動費及び固定費の費用予測等の仮定を用いて算定しております。また、資産
の耐用年数等一定の仮定を用いて算定しております。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産
建物 1,461百万円
機械及び装置 172
土地 2,049

計 3,683
上記に対応する債務
短期借入金 780百万円
長期借入金 1,590

計 2,370
2. 有形固定資産の減価償却累計額 40,366百万円
3. 保証債務

関係会社の銀行借入等に対し、下記のとおり保証を行っております。
津田駒機械製造（常熟）有限公司 375百万円 （17,993千人民元）

4. 関係会社に対する金銭債権又は債務
短期金銭債権 2,403百万円
短期金銭債務 991

5．期末日満期手形等の会計処理
期末日満期手形等の会計処理は、手形交換日等をもって決済処理しております。
なお、当事業年度末が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形等が、期
末残高に含まれております。
受取手形 71百万円
支払手形 11
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（損益計算書に関する注記）
1. 関係会社との取引高

売上高 2,128百万円
仕入高 2,602
その他の営業取引高 1,256
営業取引以外の取引高 136

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 自己株式に関する事項

当期首株式数
（株）

当期増加株式数
（株）

当期減少株式数
（株）

当期末株式数
（株）

普通株式 419,917 188 - 420,105

2. 変動事由の概要
自己株式の増加は、単元未満株式の買取請求による取得であります。
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金 1,014百万円
繰越欠損金 3,861
関係会社株式評価損 755
貸倒引当金 606
棚卸資産評価損 271
賞与引当金 118
その他 274
繰延税金資産小計 6,902
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △3,861
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,041
評価性引当額小計 △6,902
繰延税金資産合計 -
繰延税金負債
前払年金費用 △518百万円
その他有価証券評価差額金 △28
その他 △1
繰延税金負債合計 △548
繰延税金負債の純額 △548百万円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
該当事項はありません。

― 28 ―

2026年01月28日 14時19分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



（関連当事者との取引に関する注記）
1. 子会社及び関連会社等

（単位：百万円）

種類 会社等
の名称

所
在
地

資
本
金

事業の
内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額 科目 期末

残高

子会社 共和電機
工業㈱

金
沢
市

50
電機製品、
電気機械器具
の製造・販売

（所有）
直接
100.0％
（被所有）
無し

当社製品の
部品製造
役員の兼任

同社部品
の購入 1,956

買掛金 176

未払金 700

子会社
ツ ダ コ
マ・ゼネ
ラル・サ
ービス㈱

金
沢
市

30

当社製品の梱
包業務
当社構内の警
備・営繕
損害保険代理
業務

（所有）
直接
100.0％
（被所有）
無し

当社製品の梱
包
当社構内の警
備、営繕及び
損害保険代理
業務
当社所有建物
の賃貸
役員の兼任

配 当 金
の受取 100 − −

子会社
津田駒
機械設備
（上海）
有限公司

中
国
上
海
市

2,200
千米
ドル

繊維機械の据
付・アフター
サービス

（所有）
直接
100.0％
（被所有）
無し

当社製品の
販売
役員の兼任

部品
の販売 1,341 売掛金 1,109

子会社
津田駒
機械製造
（常熟）
有限公司

中
国
江
蘇
省
常
熟
市

103,390
千人民
元

ウォータジェ
ットルームの
製造・販売

（所有）
直接
88.39％
間接
11.61％
（被所有）
無し

同社製品の
部品販売
役員の兼任
資金の貸付
債務保証

資金
の貸付 −

その他
（流動
資産）

774

利息
の受取 21

その他
（流動
資産）

9

部品
の販売等 120

売掛金 86

その他
（投資その
他の資産）

355

債務保証 546 − −
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2. 役員及び個人主要株主等
（単位：百万円）

種類 会社等
の名称

所
在
地

資
本
金

事業の
内容

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額 科目 期末

残高

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

㈱梶製作
所

か
ほ
く
市

20 機械製造業

（所有）
無し
（被所有）
直接0.1％
間接
無し

当社の外注先
役員の兼任

当社製品
の加工 315

買掛金 27

未払金 78

カ ジ レ
ーネ㈱

か
ほ
く
市

25 織物製造業
(所有)
無し
(被所有)
無し

当社の得意先
役員の兼任

当社製品
の販売 10 売掛金 0

（注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）共和電機工業㈱に対する同社部品の購入等の取引条件については、一般取引先と同様当社

希望価格と提示された見積価格をもとにし、交渉の上決定しております。
（2）ツダコマ・ゼネラル・サービス㈱からの配当金の受取については、経営環境や業績動向を

勘案し、合理的に決定しております。
（3）津田駒機械設備（上海）有限公司に対する当社製品の販売の取引条件については、一般取

引先と同様当社希望価格をもとにし、交渉の上決定しております。
（4）津田駒機械製造（常熟）有限公司に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利

率を合理的に決定しており、当社製品の販売の取引条件については、一般取引先と同様当
社希望価格をもとにし、交渉の上決定しております。

（5）㈱梶製作所に対する当社製品の加工等の取引条件については、一般取引先と同様当社希望
価格と提示された見積価格をもとにし、交渉の上決定しております。

（6）カジレーネ㈱に対する当社製品の販売の取引条件については、一般取引先と同様当社希望
価格をもとにし、交渉の上決定しております。

２. 津田駒機械製造（常熟）有限公司の銀行借入に対して債務保証を行っております。なお、
取引金額には債務保証の期末残高を記載しており、保証料は受領しておりません。

３. 津田駒機械製造（常熟）有限公司への債権に対し、1,216百万円の貸倒引当金を計上し、
当期において△23百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。また、債務超過額に対
し、170百万円の関係会社事業損失引当金を計上しております。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認
識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 255.03円
2. １株当たり当期純利益 14.78円
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（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

（その他の注記）
該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年１月28日
津田駒工業株式会社
取締役会 御中

かなで監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 村 藤 貴
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井 波 拓 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、津田駒工業株式会社の2024年12月1日から2025年11月

30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

津田駒工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他
の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、2019年11月期以降、５期継続して営業損失及

び経常損失を計上していた。2024年11月期においては黒字転換を果たしたが、当連結会計年度においては営業損
失及び経常損失を計上しており、安定的な利益の獲得には至っておらず、引き続き継続企業の前提に重要な疑義を
生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。
なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されてい
る。連結計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は連結計算書類に反
映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、
また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監
督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以上
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会計監査人監査報告書
独立監査人の監査報告書

2026年１月28日
津田駒工業株式会社
取締役会 御中

かなで監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 髙 村 藤 貴
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 井 波 拓 郎

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、津田駒工業株式会社の2024年12月1日から2025

年11月30日までの115事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

継続企業の前提に関する重要な不確実性
継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、2019年11月期以降、５期継続して営業損失及

び経常損失を計上していた。2024年11月期において黒字転換を果たし、2025年11月期も黒字となったが、安定
的な利益の獲得には至っておらず、引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在
しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対
応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。計算書類は継続企業を前提とし
て作成されており、このような重要な不確実性の影響は計算書類に反映されていない。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他

の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記

載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類
等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、
計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性が
ある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上
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監査役会監査報告書
監 査 報 告 書

当監査役会は、令和６年１２月１日から令和７年１１月３０日までの第１１５期事業年度における取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け
るほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内
部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期
的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会
計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人
から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて
説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計
算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人かなで監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人かなで監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

令和８年１月３０日
津田駒工業株式会社 監査役会
常勤監査役 長 谷 博 史
常勤監査役 若 森 達 雄
監 査 役 澁 谷 進
監 査 役 梶 政 隆

（注）監査役 澁谷 進及び梶 政隆は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

以 上
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